
参考資料１

全国知事会議

１．常任委員会

宮城県 福島県 埼玉県 神奈川県 石川県 岐阜県◎ 京都府 大阪府

岡山県 徳島県○ 愛媛県 鹿児島県

委員会開催日

日　　付

平成28年9月7日

平成29年3月8日

平成29年7月11日

今後の予定

青森県 岩手県 宮城県 東京都 栃木県 茨城県 神奈川県 山梨県

富山県◎ 石川県 愛知県 福井県 奈良県 和歌山県 兵庫県 鳥取県○

島根県 山口県 香川県 徳島県 愛媛県○ 高知県 鹿児島県 沖縄県

委員会開催日

日　　付

平成28年9月4日

平成28年9月7日

平成28年10月3日

平成28年10月3日

平成28年10月19日

平成28年10月28日

設置期間が満了を迎えたため、H28.7.29から現メンバーで継続設置。

平成２８年１０月３日、平成２９年６月２８日

活　動　状　況

委員会を書面開催し、「平成３０年度国の施策並びに予算に関する提案・要望（案）」に
ついて協議。

平井副会長・地方税財政常任委員会副委員長（鳥取県知事）が、自由民主党本部で開
催された「予算・税制等に関する政策懇談会」に出席し、意見陳述。

委員会を開催し、「平成２９年度税財政等に関する提案（案）」等について協議。

石井委員長（富山県知事）が、佐藤総務事務次官に対し、「地方税財源の確保・充実に
ついて」について要請活動。

石井委員長（富山県知事）が、高市総務大臣に対し、「地方税財源の確保・充実につい
て」について要請活動。

内閣府、法務省、総務省及び警察庁に対し、「車両運転中の『ながらスマホ』対策の強
化について」を提出。

地方税財政常任委員会

内　　容

総務省に対し、「平成２９年度国の施策並びに予算に関する提案・要望」（地方公会計・
地域国際化・基地・領土・拉致等関係）を提出。

内　　容

メンバー
委員長◎

副委員長○

荒井 奈良県知事はH29.2.6から参加

石井委員長（富山県知事）が、山本内閣府特命大臣（地方創生・規制改革）に対し、「地
方創生の推進について」について要請活動。

石井委員長（富山県知事）が、井上公明党幹事長に対し、「地方税財源の確保・充実に
ついて」について要請活動。

H29.7.27

常任・特別委員会等の活動状況について（H28.7.28～H29.7.26)

総務常任委員会

メンバー
委員長◎

副委員長○

平成２９年７月１１日（書面開催）

活　動　状　況

国の動向等を踏まえ、適宜対応。
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平成28年10月28日

平成28年11月21日

平成28年11月28日

平成28年12月8日

平成28年12月15日

平成28年12月15日

平成29年4月14日

平成29年5月22日

平成29年6月28日

平成29年6月28日

今後の予定

北海道 岩手県 山形県○ 群馬県○ 栃木県◎ 神奈川県 静岡県 長野県

富山県 愛知県 滋賀県 奈良県 兵庫県 鳥取県 広島県 愛媛県○

高知県○ 福岡県 佐賀県

委員会開催日

日　　付

平成28年8月23日

平成28年10月11日

平成28年10月24日

平成28年11月21日

平成28年11月24日

平成28年11月25日

平成28年12月14日

第５回「全国知事会・地域医療研究会」を開催。

福田委員長（栃木県知事）が、塩崎厚生労働大臣に対し、「国民健康保険への財政支
援拡充の確実な実行を求める要請」について、要請活動。

国の動向等を踏まえ、適宜対応。

第１回「新しい地方税源と地方税制を考える研究会」を開催。

メンバー
委員長◎

副委員長○

第３回「全国知事会・地域医療研究会」を開催。

第４回「全国知事会・地域医療研究会」を開催。

財務省・厚生労働省等に対し、「社会保障の充実及び一億総活躍に向けた財源確保に
関する要請」を提出。

福田委員長（栃木県知事）が、清原全国市長会副会長（三鷹市長）及び村上全国町村
会副会長（蔵王町長）と、古屋康生労働副大臣、福田総務副大臣及び福田財務省主計
局長に対し、「社会保障の充実及び一億総活躍に向けた財源確保に関する緊急要請」
について、要請活動。

活　動　状　況

内　　容

厚生労働省に対し、「平成２９年度国の施策並びに予算に関する提案・要望」（社会保
障関係）を提出。

石井委員長（富山県知事）が、山本内閣府特命大臣（地方創生・規制改革）に対し、「地
方創生の推進について」について要請活動。

石井委員長（富山県知事）が、自由民主党税制調査会宮沢会長及び野田最高顧問に
対し、「平成２９年度地方税財源の確保・充実について」について要請活動。

石井委員長（富山県知事）が、自由民主党税制調査会宮沢会長及び野田最高顧問に
対し、「平成２９年度地方税財源の確保・充実について」について要請活動。

石井委員長（富山県知事）が、自由民主党税制調査会宮沢会長に対し、平成２９年度
税制改正について謝意を伝えるとともに、今後の課題等について要請活動。

第２回「新しい地方税源と地方税制を考える研究会」を開催。

第３回「新しい地方税源と地方税制を考える研究会」を開催。

第４回「新しい地方税源と地方税制を考える研究会」を開催。

委員会を開催し、「地方税財源の確保・充実等に関する提言（案）」等について協議。

「平成２９年度税制改正大綱」について、山田会長（京都府知事）及び石井委員長（富
山県知事）が、声明を発表。

社会保障常任委員会

－ 2 －



平成28年12月17日

平成29年5月17日

平成29年7月14日

今後の予定

秋田県◎ 新潟県 千葉県 長野県○ 三重県 滋賀県 岡山県 高知県

宮崎県○

委員会開催日

日　　付

平成28年8月8日

平成28年12月12日

平成29年6月26日

平成29年6月30日

今後の予定

北海道◎ 山形県 福島県 東京都 群馬県 愛知県○ 三重県 京都府

広島県○ 愛媛県 福岡県 長崎県 熊本県

委員会開催日

日　　付

平成28年8月18日

福田委員長（栃木県知事）が、「第６回国民健康保険の基盤強化に関する国と地方の
協議」に出席し、塩崎厚生労働大臣、古屋厚生労働副大臣及び馬場厚生労働大臣政
務官と意見交換。

財務省及び文部科学省に対し、「地方創生、一億総活躍社会の実現を担う人材育成の
ための体制整備について」及び「我が国の持続的な成長と地域間のバランスの取れた
発展の確保に向けた地方創生型高等教育の充実について」を提出。

平成２９年７月６日

活　動　状　況

内　　容

全国知事会、全国市長会、全国町村会の地方３団体会長の連名で、財務大臣、総務
大臣、厚生労働大臣及び内閣府特命担当大臣(経済財政政策)に対し、｢社会保障制度
改革に関する緊急要請｣について、要請活動。

委員会を開催し、「平成３０年度国の施策並びに予算に関する提案・要望（案）」及び
「福祉人材確保のための特別決議（案）」について協議した他、「国民健康保険に係る
平成３０年度の公費の在り方について」及び「新たな専門医制度について」について報
告。

文教環境常任委員会

委員会を開催し、「平成３０年度国の施策並びに予算に関する提案・要望（案）」及び
「地方の未来を担う人材育成や地域産業の振興に向けた地方大学の振興等について
（案）」について協議。

文部科学省の平成３０年度からの入学定員増の認可に関し、文部科学省及び内閣府
まち・ひと・しごと地方創生本部に対し、「私立大学における東京２３区内の定員増につ
いて（緊急声明）」を提出。

平成２９年６月２６日

活　動　状　況

内　　容

佐竹委員長（秋田県知事）が、義家文部科学副大臣に対し、「平成２９年度国の施策並
びに予算に関する提案・要望」（文教関係）について、要請活動。

要望について関係要路に要請活動を行う。
国の動向を踏まえ、適宜対応。

吉野中小企業庁事業環境部長、松島農林水産審議官及び関係省庁に対し、「地域経
済の好循環に向けた緊急提言」及び「平成２９年度国の施策並びに予算に関する提
案・要望」（農林水産関係、商工労働関係、消費生活関係）を提出。

メンバー
委員長◎

副委員長○

農林商工常任委員会

メンバー
委員長◎

副委員長○

国の動向等を踏まえ、適宜対応。
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平成29年6月21日

平成29年7月6日

平成29年7月11日

今後の予定

青森県 秋田県 山形県 新潟県 茨城県 千葉県 静岡県 岐阜県

福井県○ 和歌山県 島根県 山口県 香川県 大分県◎ 宮崎県○

委員会開催日

日　　付

平成28年8月5日

平成28年11月10日

平成29年7月5日

今後の予定

広瀬委員長（大分県知事）が、松本内閣府特命担当大臣（防災）、細田自由民主党総
務会長、武藤国土交通事務次官、菊地国土交通省港湾局長、福田財務省主計局長に
対し、「地方創生を支える強靱な国土づくりに向けた予算等の確保」について、要請活
動。

委員会を書面開催し、「平成３０年度国の施策並びに予算に関する提案・要望（案）」
（国土交通関係）及び｢地方創生回廊の早期実現及び地域公共交通網の維持確保・充
実のための特別要望（案）｣について協議。

山本農林水産大臣に対し「日ＥＵ・ＥＰＡ交渉に関する緊急要請」を提出。

委員会を開催し、「平成30年度国の施策並びに予算に関する政策要望（案）」及び「地
域経済の好循環の拡大に向けた提言（案）」について協議。

自由民主党日ＥＵ等経済協定対策本部議員等に対し「日ＥＵ・ＥＰＡ交渉の合意内容に
関する迅速な説明等についての要請」を提出。

要望について関係要路に要請活動を行う。
国の動向を踏まえ、適宜対応。

要望について関係要路に要請活動を行う。
国の動向を踏まえ、適宜対応。

国土交通常任委員会

メンバー
委員長◎

副委員長○

平成２９年７月５日（書面開催）

活　動　状　況

内　　容

広瀬委員長（大分県知事）が、二階自由民主党幹事長、林自由民主党幹事長代理、武
藤国土交通事務次官、菊地国土交通省港湾局長、石川国土交通省道路局長、福田財
務省主計局長に対し、「平成２９年度国の施策並びに予算に関する提案・要望」（国土
交通関係）について、要請活動。
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２．特別委員会

北海道 秋田県 岩手県○ 栃木県 埼玉県 長野県 富山県 岐阜県

三重県 福井県 京都府 鳥取県 島根県 香川県 徳島県◎ 愛媛県

高知県 福岡県 熊本県

委員会開催日

日　　付

平成28年8月23日

平成28年8月25日

平成28年10月11日

平成28年10月13日

平成28年11月28日

平成28年12月19日

平成29年7月7日

平成29年7月7日

今後の予定

北海道 岩手県 宮城県○ 福島県 新潟県 東京都 群馬県 埼玉県

千葉県 山梨県 静岡県 長野県 富山県 石川県 岐阜県 愛知県

三重県◎ 福井県 滋賀県 京都府 和歌山県 兵庫県 鳥取県 島根県

山口県 香川県 徳島県 愛媛県 高知県 佐賀県 長崎県 大分県

熊本県 宮崎県 沖縄県

委員会開催日

設置期間が満了を迎えたため、H28.7.29から現メンバーで継続設置。（ただし、地方行
政体制特別委員会は廃止）

泉田 前新潟県知事はH28.10.24退会、米山 新潟県知事はH28.12.15から参加

蒲島 熊本県知事はH28.12.27から参加

山田会長（京都府知事）が、柳本参議院憲法審査会会長に対し、「参議院選挙におけ
る合区の解消に関する決議」について、要請活動。

内　　容

飯泉委員長（徳島県知事）が、大島衆議院議長及び伊達参議院議長に対し、「参議院
選挙における合区の解消に関する決議」について、要請活動。

飯泉委員長（徳島県知事）が、吉田参議院自由民主党幹事長に対し、「参議院選挙に
おける合区の解消に関する決議」について、要請活動。

平成２８年１０月１４日、平成２９年３月１５日、平成２９年７月１２日

平成２９年７月７日

委員会を開催し、「憲法における地方自治規定の充実について」「真の地方分権型社
会の確立に向けた憲法改正に関する決議（素案）」等について協議。

飯泉委員長（徳島県知事）が、参議院改革協議会「選挙制度に関する専門委員会」に
出席し、参議院選挙における合区解消に向けた全国知事会の決議や取組について説
明。

メンバー
委員長◎

副委員長○

飯泉委員長（徳島県知事）が、参議院自由民主党の「参議院在り方検討プロジェクト
チーム」に出席し、「参議院選挙における合区の解消に関する決議」について説明。

メンバー
委員長◎

副委員長○

村井 宮城県知事、内堀 福島県知事、広瀬 大分県知事はH28.12.15から参加

第６回「憲法と地方自治研究会」を開催。

本委員会のアドバイザー組織である憲法と地方自治研究会が、「憲法と地方自治研究
会報告書」をとりまとめ。

総合戦略・政権評価特別委員会

活　動　状　況

危機管理・防災特別委員会

国の動向等を踏まえ、適宜対応。
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日　　付

平成28年8月9日

平成28年10月17日

平成28年10月18日

平成28年11月7日

平成29年3月15日

平成29年5月24日

平成29年7月12日

平成29年7月20日

今後の予定

北海道 青森県 秋田県○ 岩手県 山形県 宮城県 福島県 新潟県

東京都 群馬県 栃木県 茨城県 埼玉県 千葉県 神奈川県 山梨県

静岡県 長野県 富山県 石川県 岐阜県 愛知県 三重県 福井県

滋賀県 京都府 大阪府 奈良県 和歌山県 兵庫県 鳥取県◎ 岡山県

島根県 広島県 山口県 香川県 徳島県 愛媛県 高知県 福岡県

佐賀県 長崎県 大分県 熊本県 宮崎県 鹿児島県 沖縄県

委員会開催日

日　　付

平成28年11月2日

平成28年12月20日

平成28年12月26日

平成29年2月2日

平成29年3月29日

内閣府特命担当大臣（防災担当）及び国土交通大臣に対し、「平成２９年７月５日から
の九州北部豪雨災害に関する緊急要望」を提出。

要望について、関係要路に要請活動を行うとともに、国の動向をふまえ、適宜対応。

「平成２８年の地方からの提案等に関する対応方針」が閣議決定されたことを受け、山
田会長（京都府知事）及び平井委員長（鳥取県知事）が、声明を発表。

メンバー
委員長◎

副委員長○

活　動　状　況

第１回「地方分権に関する研究会」を開催。

地方分権推進特別委員会

内　　容

第２回「地方分権に関する研究会」を開催。

第３回「地方分権に関する研究会」を開催。

第４回「地方分権に関する研究会」を開催。

活　動　状　況

内閣府に対し、「災害救助法制の見直しについて」を提出。

総務省公務員部及び消防庁に対し、「災害救助法制の見直しについて」を提出。

鈴木委員長（三重県知事）及び林鳥取県副知事が、松本内閣府特命担当大臣（防災）
に対し、「平成２８年１０月２１日に発生した鳥取県中部地震に伴う要請」について、要請
活動。

委員会を開催し、災害救助に関する実務検討会、大雪に伴って発生する社会的影響の
状況及び課題について、意見交換。

内閣審議官及び消防庁国民保護・防災部長に対し、「緊迫する北朝鮮情勢への対応に
ついて（照会）」を提出。

委員会を開催し、「平成30年度国の施策並びに予算に関する提案・要望（案）」、「緊迫
する北朝鮮情勢への対応の充実・強化について」、「住宅耐震化促進策の抜本強化に
関する緊急提言について」協議を行った。

内　　容

平成２９年７月１１日

泉田委員長（新潟県知事）が、松本内閣府特命担当大臣（防災）に対し、「平成２９年度
国の施策並びに予算に関する提案・要望」（災害対策・国民保護関係）及び「防災・減災
対策の緊急勝確実な実施について」について、要請活動。
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平成29年4月19日

平成29年5月12日

平成29年6月30日

平成29年7月11日

今後の予定

北海道 青森県 秋田県 山形県 福島県 新潟県 群馬県 栃木県

茨城県 神奈川県 山梨県 静岡県 長野県 富山県 石川県 愛知県

三重県 福井県 滋賀県 京都府 兵庫県 岡山県 島根県 山口県

香川県◎ 徳島県 高知県 福岡県○ 佐賀県 長崎県 大分県 鹿児島県

沖縄県

委員会開催日

日　　付

平成28年8月19日

平成29年7月5日

今後の予定

北海道 青森県 宮城県 福島県 新潟県○ 茨城県 静岡県 富山県

石川県 福井県◎ 滋賀県 京都府 鳥取県 島根県 愛媛県 高知県

佐賀県 長崎県 鹿児島県

委員会開催日

日　　付

平成28年8月25日

平成29年7月3日

西川委員長（福井県知事）が、田中原子力規制委員会委員長、井原経済産業大臣政
務官及び山本内閣府特命担当大臣（原子力防災）に対し、「原子力発電所の安全対策
及び防災に対する提言」について、要請活動。

「第７次地方分権一括法」の成立について、山田会長（京都府知事）及び平井委員長
（鳥取県知事）が、声明を発表。

第５回「地方分権に関する研究会」を開催。

第６回「地方分権に関する研究会」を開催。

委員会を開催し、地方分権改革の推進について協議。

政府の動向等を踏まえ、適宜対応。

委員会を書面開催し、「平成３０年度国の施策並びに予算に関する提案・要望（案）」
（エネルギー関係）について協議。

原子力発電対策特別委員会

メンバー
委員長◎

副委員長○

泉田 前新潟県知事はH28.10.24に退会、米山 新潟県知事はH28.10.25から参加

平成２９年７月３日

活　動　状　況

内　　容

委員会を開催し、「原子力発電所の安全対策及び防災対策に対する提言（案）」につい
て協議。

平成２９年７月５日（書面開催）

内　　容

藤木資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部長に対し、「平成２９年度国の施
策並びに予算に関する提案・要望」（エネルギー関係）について、要請活動。

メンバー
委員長◎

副委員長○

活　動　状　況

要望について関係要路に要請活動を行う。
国の動向を踏まえ、適宜対応。

エネルギー政策特別委員会
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今後の予定 国の動向等を踏まえ、適宜対応。
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３．プロジェクトチーム等

北海道 岩手県 新潟県 長野県 滋賀県 徳島県◎ 高知県

委員会開催日

日　　付

平成28年8月8日

平成29年4月14日

平成29年7月7日

今後の予定

メンバー
リーダー◎

山形県◎ 福島県 三重県 滋賀県 兵庫県 山口県 高知県 佐賀県

委員会開催日

日　　付

平成28年8月5日

平成28年11月8日

平成29年5月23日

平成29年6月15日

平成29年7月10日

今後の予定

平成２９年７月７日

第１回ワーキンググループを書面開催し、平成３０年度提言案について協議。

第２回ワーキンググループを書面開催し、平成３０年度提言案について協議。

プロジェクトチーム会議を書面開催し、「ウーマノミクスの加速で地方創生、日本再生～
女性も男性も共に働き、共に育み、活躍する社会～（仮称）（案）」について協議。

情報化推進プロジェクトチーム

活　動　状　況

関係省庁に対し要請活動を実施。
国の動向を踏まえ、適宜対応。

情報化推進プロジェクトチーム会議を開催し、内閣官房、総務省との意見交換を実施。
また、「平成３０年度国の施策並びに予算に関する提案・要望（案）」について協議。

吉村リーダー（山形県知事）が、加藤内閣府特命担当大臣（男女共同参画）及び岡崎
厚生労働審議官に対し、「女性の活躍推進で地方創生・日本再生～今こそウーマノミク
ス～」について、要請活動。

内　　容

情報化推進プロジェクトチーム会議を開催し、意見交換。

吉村リーダー（山形県知事）が、加藤女性活躍担当、内閣府特命担当大臣（男女共同
参画）及び福田財務省主計局長に対し、「女性の活躍推進の加速に向けた財源確保に
関する緊急提言」について、要請活動。

飯泉リーダー（徳島県知事）が、佐藤総務事務次官及び向井社会保障改革担当室審
議官に対し、「平成２９年度国の施策並びに予算に関する提案・要望」（地域情報化関
係）について、要請活動。
また、併せて、全国市長会、全国町村会と共同で、「『マイナンバー制度』における国・
地方の情報連携に向けた要請」について、要請活動。

男女共同参画プロジェクトチーム

平成２９年７月１０日（書面開催）

活　動　状　況

内　　容

要望について関係要路に要請活動を行う。
国の動向を踏まえ、適宜対応。

メンバー
リーダー◎
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北海道 青森県 秋田県 山形県 宮城県 福島県 新潟県 茨城県

千葉県 静岡県 長野県 富山県 石川県 愛知県 三重県 福井県

滋賀県 兵庫県 鳥取県 岡山県 島根県 山口県 香川県 高知県◎

大分県 沖縄県

委員会開催日

日　　付

平成28年8月8日

平成28年8月9日

平成28年8月15日

平成28年8月24日

平成28年9月8日

平成29年7月14日

今後の予定

北海道 青森県 秋田県 岩手県 山形県 宮城県 福島県 群馬県◎

茨城県 神奈川県 静岡県 富山県 石川県 愛知県 三重県 福井県

滋賀県○ 奈良県 兵庫県 鳥取県 島根県 広島県 山口県 香川県

徳島県 愛媛県 高知県 大分県 宮崎県 沖縄県

委員会開催日

日　　付

平成28年5月17日

平成28年8月19日

メンバー
リーダー◎

次世代育成支援対策プロジェクトチーム

平成２９年７月１４日

プロジェクトチーム会議(リーダー　尾﨑高知県知事)を開催し、「次世代を担う「人づくり」
に向けた少子化対策と子どもの貧困対策の抜本強化（案）」について協議を行った。

関係省庁に対し要請活動を実施。
国の動向を踏まえ、適宜対応。

内　　容

尾﨑リーダー（高知県知事）が、石田公明党政務調査会長に対し、「次世代を担う『人づ
くり』に向けた少子化対策と子どもの貧困対策の抜本強化」について、要請活動。

活　動　状　況

内　　容

尾﨑リーダー（高知県知事）が、加藤内閣府特命担当大臣（少子化対策）に対し、「次世
代を担う『人づくり』に向けた少子化対策と子どもの貧困対策の抜本強化」について、要
請活動。

尾﨑リーダー（高知県知事）が、松野文部科学大臣に対し、「次世代を担う『人づくり』に
向けた少子化対策と子どもの貧困対策の抜本強化」について、要請活動。

尾﨑リーダー（高知県知事）が、茂木自由民主党政務調査会長に対し、「次世代を担う
『人づくり』に向けた少子化対策と子どもの貧困対策の抜本強化」について、要請活動。

尾﨑リーダー（高知県知事）が、西崎内閣府政策統括官、中島内閣府官房審議官、常
磐文科省高等教育局長に「少子化対策と子どもの貧困対策の抜本強化に向けた緊急
提言」について、要請活動。
また、内閣府、文部科学省、厚生労働省及び金融庁に対し、「少子化対策と子どもの貧
困対策の抜本強化に向けた緊急提言」を提出。

高齢者認知症対策・介護人材確保プロジェクトチームを新設。

メンバー
リーダー◎

大澤リーダー（群馬県知事）が、二川厚生労働事務次官に対し、「高齢者認知症対策・
介護人材確保対策の強化に向けた緊急提言」について、要請活動。

活　動　状　況

高齢者認知症対策・介護人材確保プロジェクトチーム
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平成29年7月3日

今後の予定

秋田県 茨城県 愛知県◎ 三重県 福井県 広島県 香川県 高知県

福岡県

委員会開催日

日　　付

平成28年8月25日

平成28年8月26日

今後の予定

北海道 青森県 秋田県 岩手県 山形県 福島県 新潟県 群馬県

栃木県 茨城県 埼玉県 千葉県 神奈川県 静岡県 長野県 富山県

石川県 愛知県 三重県 滋賀県 奈良県 兵庫県 鳥取県 岡山県○

島根県 広島県 山口県 香川県 徳島県 愛媛県 高知県 福岡県

佐賀県 大分県 宮崎県◎ 鹿児島県 沖縄県

委員会開催日

日　　付

平成28年5月25日

平成28年8月17日

平成28年10月20日

平成29年7月5日

今後の予定

プロジェクトチームを開催し、｢地域包括ケアの担い手を考える｣と題して、慶應義塾大
学大学院健康マネジメント研究科教授堀田聰子氏の講演の後、「認知症施策の抜本強
化に向けた提言(案)」及び「介護人材確保対策の抜本強化に向けた提言(案)」について
協議。

スポーツ・文化・観光プロジェクトチーム会議を開催し、「スポーツ・文化・観光振興施策
についての提言（案）」について協議。

要望について関係要路に要請活動を行う。
国の動向を踏まえ、適宜対応。

内　　容

円高是正・デフレ対策プロジェクトチーム会議を開催し、「デフレからの完全な脱却、持
続的な経済成長の実現に向けた提言（案）」について協議。

大村リーダー（愛知県知事）が、越智内閣府副大臣及び中川経済産業大臣政務官に対
し、「デフレからの完全な脱却、持続的な経済成長の実現に向けた提言」について、要
請活動。

スポーツ・文化・観光プロジェクトチーム

スポーツ・文化・観光プロジェクトチームを新設。

活　動　状　況

メンバー
リーダー◎

円高是正・デフレ対策プロジェクトチーム

活　動　状　況

メンバー
リーダー◎

国の動向等を踏まえ、適宜対応。

内　　容

河野リーダー（宮崎県知事）が、松野文部科学大臣、田村観光庁長官、木村スポーツ
庁審議官及び多田内閣官房東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会
推進本部事務局企画・推進統括官に対し、「スポーツ・文化・観光振興施策についての
（緊急）提言」について、要請活動。

河野リーダー（宮崎県知事）が、黒田総務省自治財政局長に対し、「スポーツ・文化・観
光振興施策についての（緊急）提言」について、要請活動。
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北海道 青森県 秋田県 岩手県 山形県 宮城県 福島県 新潟県

東京都 群馬県 栃木県 茨城県 埼玉県◎ 千葉県 神奈川県 山梨県

静岡県 長野県 富山県 石川県 岐阜県 愛知県 三重県○ 福井県

滋賀県 京都府 大阪府 奈良県 和歌山県 兵庫県 鳥取県 岡山県

島根県 広島県 山口県 香川県 徳島県 愛媛県 高知県 福岡県

佐賀県 長崎県 大分県 熊本県 宮崎県 鹿児島県 沖縄県

委員会開催日

日　　付

平成28年7月28日

平成28年8月16日

平成28年9月8日

平成28年10月3日

平成28年10月3日

平成28年10月24日

平成28年10月24日

平成28年11月28日

平成28年12月1日

平成28年12月13日

平成28年12月13日

平成29年3月30日

平成29年5月19日

平成29年6月29日

今後の予定

東日本大震災復興協力本部

平成２９年６月２９日（書面開催）

活　動　状　況

内　　容

上田本部長（埼玉県知事）が、今村復興大臣に対し、「東日本大震災からの復興を早期
に成し遂げるための提言」について、要請活動。

岩手県、宮城県及び福島県と人的支援等について意見交換。

各都道府県に対し、岩手県、宮城県及び福島県への人的支援等の復興支援について
依頼。

各都道府県知事に対し、平成２９年度における東日本大震災に係る復旧・復興対策の
ための岩手県、宮城県及び福島県への職員派遣について依頼。

岩手県・宮城県・福島県任期付職員採用試験合同説明会に係る情報提供（ＨＰ掲載）。

「東日本大震災の復興支援に関する各都道府県の取組事例」を公表（ＨＰ掲載）。

政府への提言や要請、被災県への職員派遣調整等を引き続き行う。

第１１回幹事会を書面開催し、「東日本大震災からの復興を早期に成し遂げるための
提言（案）」について協議。

メンバー
本部長◎

副本部長○

埼玉県における任期付職員募集に係る情報提供（ＨＰ掲載）。

兵庫県における任期付職員募集に係る情報提供（ＨＰ掲載）。

「被災地の復旧・復興に向けた人的支援のための各都道府県の工夫事例」を公表（ＨＰ
掲載）。

神奈川県における任期付職員募集に係る情報提供（ＨＰ掲載）。

高知県における任期付職員募集に係る情報提供（ＨＰ掲載）。

平成２９年度における東日本大震災に係る岩手県、宮城県及び福島県への職員派遣
結果公表（ＨＰ掲載）。

徳島県における任期付職員募集に係る情報提供（ＨＰ掲載）。
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北海道 秋田県 山形県 栃木県 埼玉県 富山県 岐阜県◎ 京都府

鳥取県 徳島県○ 高知県 大分県

委員会開催日

日　　付

平成28年8月1日

平成28年11月11日

平成28年11月21日

平成28年11月25日

平成29年5月12日

平成29年6月30日

平成29年7月5日

今後の予定

北海道 青森県 秋田県 岩手県 山形県 宮城県 福島県 新潟県

東京都○ 群馬県 栃木県 茨城県 埼玉県 千葉県 神奈川県 山梨県

静岡県 長野県 富山県 石川県 岐阜県 愛知県 三重県 福井県

滋賀県 京都府◎ 大阪府 奈良県 和歌山県 兵庫県 鳥取県 岡山県

島根県 広島県 山口県 香川県 徳島県 愛媛県 高知県 福岡県

佐賀県 長崎県 大分県 熊本県 宮崎県 鹿児島県 沖縄県

委員会開催日

日　　付

平成28年8月24日

第８回「全国知事会２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会推進本部連絡調
整会議」を開催し、事前合宿誘致のためのプラットフォーム事業の実施状況について知
事会事務局等より説明を行ったほか、組織委員会、内閣官房、東京都からそれぞれの
取組に関して情報提供。

全国知事会2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会推進本部

活　動　状　況

国の動向等を踏まえ、適宜対応

活　動　状　況

メンバー
本部長◎

副本部長○

メンバー
本部長◎

副本部長○

平成２８年１１月１１日、１１月２１日、平成２９年７月５日

内　　容

地方創生対策本部

古田本部長（岐阜県知事）が、唐澤内閣官房まち・ひと・しごと創生本部地方創生総括
官に対し、「地方創生の本格展開」及び「地方創生の本格実現のための特別決議」につ
いて、要請活動。

第２回「地方創生対策本部会合」を開催し、「東京一極集中是正のための緊急決議
（案）」等について協議。

内　　容

山田会長（京都府知事）が、第７回まち・ひと・しごと創生担当大臣と地方六団体の意見
交換に出席し、山本まち・ひと・しごと創生担当大臣と意見交換。

文部科学省が私立大学に対し定員増の認可を行ったことを受け、古田本部長（岐阜県
知事）、山田会長（京都府知事）、佐竹文教環境常任委員会委員長（秋田県知事）が緊
急声明を発表。

第１回「地方創生対策本部会合」を開催し、「地方を支える人づくりのための緊急決議
（案）について」等について協議。

第３回「地方創生対策本部会合」を開催し、「東京一極集中是正のための緊急決議
（案）」等について協議。

山田会長（京都府知事）が、第６回まち・ひと・しごと創生担当大臣と地方六団体の意見
交換に出席し、山本まち・ひと・しごと創生担当大臣と意見交換。
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平成29年2月16日

平成29年5月30日

平成29年7月18日

今後の予定 国の動向等を踏まえ、適宜対応。

第１０回「全国知事会２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会推進本部連絡
調整会議」を開催し、組織委員会、東京都、内閣官房、及び各省庁等から、それぞれの
取組に関する依頼や情報提供。

第１１回「全国知事会２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会推進本部連絡
調整会議」を開催し、組織委員会から聖火リレーについて説明を行ったほか、全国知事
会事務局から要請文案等について報告。

第９回「全国知事会２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会推進本部連絡調
整会議」を開催し、スポーツ合宿マッチングサイトの改修及び事前合宿誘致のためのプ
ラットフォーム事業の実施状況について、知事会事務局等より説明を行ったほか、組織
委員会、内閣官房、東京都からそれぞれの取組に関して情報提供。さらに、各省庁か
ら国の施策について説明。
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